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 国際機構の予算は、基本的に加盟国からの分担金拠出による。分担金の拠出義務は設

立文書に定められるのが通例である（例、国連憲章 17 条 2 項）。 
 加盟国間でどのように分担するかについての一般的な規則はない。機構によっては、

設立文書に分担法が明記されていることがある。その背景にどのような政策判断がある

か、考えてみよう。 
 均等に負担 

 ライン川中央委員会 マンハイム条約 47 条（仏文） 
 人口比 

 国際度量衡局 メートル条約 9 条（仏文、日本語訳）1 
 ヨーロッパ評議会（外務省による説明）設立条約 38 条 b 項 

 ただし、1994 年に変更（決議(94)31）なぜ変更されたか？ 
 能力と意思に応じて 

 米州機構（外務省による説明）OAS 憲章 55 条 
 各加盟国が各自で判断 

 万国郵便連合 UPU 設立条約改正 21 条（第 4 追加議定書 IV 条 4 項） 
 各加盟国が選択するクラス分け。ただし一定の規則あり（改正一般

規則 151 条（第 3 追加議定書 XXII 条）） 

 
 UPU は、1878 年の設立時から、クラスごとに係数が定められ、クラス 1 の国はクラ

ス 7 の国の 25 倍の額を負担することとされていた。当時の割当は以下のとおり（設立

条約実施規則 228 条 3 項以下）。 

 

 
1 産業技術総合研究所「メートル条約に基づく組織と活動のあらまし」（2023 年）。 

2 Règlement des détails d’ordre pour l’exécution de la Convention conclue à Paris le 1er juin 1878, 
Consolidated Treaty Series, vol. 152, p. 245. 

https://www.un.org/en/about-us/un-charter/full-text
https://www.ccr-zkr.org/
https://www.ccr-zkr.org/files/conventions/convrev_f.pdf
https://www.bipm.org/en/home
https://www.bipm.org/documents/20126/44107685/Metre-Convention-1875-1921-SCAN.pdf
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=119IO0000000000
https://www.coe.int/en/web/portal
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ce/index.html
https://rm.coe.int/1680935bd0
https://rm.coe.int/09000016804f59ae
https://www.oas.org/en/sla/dil/inter_american_treaties_A-41_charter_OAS.asp
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/latinamerica/kikan/oas_gaiyo.html
https://www.upu.int/UPU/media/upu/files/aboutUpu/acts/01-actsConstitution/actsConstitutionAdditionalProtocol4En.pdf
https://www.upu.int/UPU/media/upu/files/aboutUpu/acts/02-actsGeneralRegulations/actsGeneralRegulationsConsolidatedVersionAmendedInAbidjan2021En.pdf
https://www.upu.int/UPU/media/upu/files/aboutUpu/acts/02-actsGeneralRegulations/actsGeneralRegulationsConsolidatedVersionAmendedInAbidjan2021En.pdf
https://www.upu.int/UPU/media/upu/files/aboutUpu/acts/02-actsGeneralRegulations/actsGeneralRegulationsAdditionalProtocol3En.pdf
https://unit.aist.go.jp/qualmanmet/nmijico/Metre_OIML/Metre/doc/rev_aramashi_2023.pdf
https://kuline.kulib.kyoto-u.ac.jp/opac/opac_link/bibid/BB03263604
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UPU の分担比率は合理的なものと考えられたようであり、20 世紀初頭まで、UPU の

分担比率を採用するとする国際機構（の萌芽形態）が少なくなかった（例、国際連盟

規約 6 条 5 項〔リンク先ページの“Download the original Covenant”をクリックすると出

てくる PDF。これが採択当時の連盟規約〕、1899 年国際紛争処理条約〔仏正文・英

訳〕29 条〔常設仲裁裁判所事務局の費用〕）。ただし、国際連盟には UPU ほど多くの

国が参加しなかったこともあり 3、1924 年に連盟規約が改正されて分担比率は連盟総

会が決定することとされた（リンク先ページに html テキストで書かれているのが改正

後の連盟規約）。 

 UPU と同時期に成立した国際行政連合は類似の分担方法（“class and unit”と呼ばれ

る）を採用するものがあり、たとえば 1883 年の工業所有権条約 4で成立した事務局

（13 条）への分担金がその例である（条約への議定書 56 項）。その後継者である世界

知的所有権機関でも、同じ方法が維持されている（WIPO Financial Regulations 3.2

条）。 

 
 既に見たように、IMF や IBRD も、設立文書で分担割合を決めている（IMF 設立協定 3

条 1 節・Schedule A、IBRD 設立文書 3 条 1 項・Schedule A）。しかし、これが何を基準として

いるかは一見する限り明らかでない。現在の分担割合（IMF・IBRD）も参照しつつ、何

 
3 UPU 方式が連盟に適合的でないことは、連盟発足後すぐに意識されるようになった。The 
Budget of the League, Report presented by the Spanish Representative, M. Quinones de Leon, Official 
Journal of the League of Nations, 1920, p. 139, p. 143. 

4 Convention pour la protection de la propriété industrielle, signée à Paris, le 20 mars 1883, Nouveau 
recueil général de traités, 2e série, t. 10, p. 133. 

5 Protocole de clôture, Nouveau recueil général de traités, 2e série, t. 10, p. 137. 

https://www.ungeneva.org/en/covenant-lon
https://docs.pca-cpa.org/2016/01/1899-Convention-FR.pdf
https://docs.pca-cpa.org/2016/01/1899-Convention-for-the-Pacific-Settlement-of-International-Disputes.pdf
https://docs.pca-cpa.org/2016/01/1899-Convention-for-the-Pacific-Settlement-of-International-Disputes.pdf
https://pca-cpa.org/en/about/structure/international-bureau/
https://www.ungeneva.org/en/covenant-lon
https://www.wipo.int/about-wipo/en/history.html
https://www.wipo.int/about-wipo/en/history.html
https://www.wipo.int/export/sites/www/about-wipo/en/docs/wipo_financial_regulations.pdf
https://www.imf.org/external/pubs/ft/aa/index.htm
https://thedocs.worldbank.org/en/doc/722361541184234501-0330022018/original/IBRDArticlesOfAgreementEnglish.pdf
https://www.imf.org/en/About/executive-board/members-quotas
https://thedocs.worldbank.org/en/doc/a16374a6cee037e274c5e932bf9f88c6-0330032021/original/IBRDCountryVotingTable.pdf
https://heinonline.org/HOL/P?h=hein.journals/leagon1&i=287
https://heinonline.org/HOL/P?h=hein.journals/leagon1&i=287
https://books.google.com/books/download/Nouveau_recueil_g%C3%A9n%C3%A9ral_de_trait%C3%A9s_et.pdf?id=sgk5AQAAIAAJ&output=pdf
https://books.google.com/books/download/Nouveau_recueil_g%C3%A9n%C3%A9ral_de_trait%C3%A9s_et.pdf?id=sgk5AQAAIAAJ&output=pdf
https://books.google.com/books/download/Nouveau_recueil_g%C3%A9n%C3%A9ral_de_trait%C3%A9s_et.pdf?id=sgk5AQAAIAAJ&output=pdf
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が基準とされているか、考えてみよう。これら機構における分担割合（出資割合）は投

票権と直結しているため、投票権に関する規定を見てみる必要がある。IMF を例にする

と、関連規定は以下のとおり。 
 IMF 設立協定 3 条 2 節(c) “eighty-five percent” 
 同 12 条 2 節(d) “two-thirds” 
 同 12 条 5 節(c) “a majority” 

 
 設立条約に分担法についての定めがない場合、予算に関する権限を有する機関（通常

は総会）が決定することになる。この際の基準も国際機構ごとに異なる。たとえば WTO
の場合、WTO 設立協定 7 条 2 項・3 項に基づいて財政規則（financial regulations）が定

められている。その 12 条によれば、分担割合はそれぞれの構成員（WTO の場合加盟「国」

とは限らないことに注意）が国際貿易に占める割合に基づく。 
 国連の場合、予算決定と分担金配分の権限は総会にある（国連憲章 17 条 1 項・2 項）。

総会は、最初の会期で採択した決議 14(I)A により、分担金委員会に分担割当の提案を

求めた。その際、準備委員会の報告書に示された原則に基づくべきこととされている（同

決議 3 項）。準備委員会報告書の関連箇所は以下のとおり。 

 
現在では、国連憲章 21 条に基づいて採択された総会手続規則 160 条（“broadly according 

https://www.wto.org/english/docs_e/legal_e/04-wto.pdf
https://docs.wto.org/dol2fe/Pages/SS/directdoc.aspx?filename=q:/WT/L/156R3.pdf&Open=True
https://undocs.org/en/A/RES/14(I)
https://www.un.org/en/ga/contributions/
https://digitallibrary.un.org/record/519440/files/PC_20-EN.pdf?ln=en
https://www.un.org/en/ga/about/ropga/
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to capacity to pay”）が根拠規定になっている。現在の分担割合は決議 76/238 により定め

られており、分担割合決定基準は同決議パラ 7 に示されている。どのようにして計算し

ているかの詳細については分担金委員会の説明資料を参照されたい。 
 国連の専門機関には、国連が定める基準を用いる（構成国が異なる場合には必要な修正

を加える）ものある（例、WHO 総会決議 WHA56.33、ILO Information Guide, p. 2、UNESCO6）。

また、IAEA は専門機関ではないが（参照、第 2 部 3 講義資料）、やはり国連の基準に準拠

している（IAEA 規程 14 条 D 項）。 
 
 実際には、分担金の支払いが（十分・適時に）なされない例は非常に多い。2025 年 10
月 9 日に総会第五委員会に提出された管理・政策・コンプライアンス担当事務次長報告

よれば、通常予算につき、2025 年 9 月末時点で、前期未納額 7 億 6000 万米ドル（事務

次長報告 PDF13 枚目、Chart 4, 30-Sep-25 の Opening balance (1 Jan.)）、今期分担額 34 億 9600 万

米ドル（PDF13 枚目、Chart 4, 30-Sep-25 の Assessments）、未納額は 18 億 7 千万米ドルであ

る（同 Unpaid assessments）。未納国数は 57 か国（PDF16 枚目、Chart 7）、未納額上位から米・

中・ロシア等となっている（PDF17 枚目、Chart 8）。平和維持活動予算については、前期

未納額 10 億 6700 万米ドル、今期分担額 31 億 600 万米ドル、未納額 37 億 3100 万米ド

ル（PDF18 枚目、Chart 9）、未納上位国はやはり米・中・ロシアである（PDF21 枚目、Chart 

12）。国連の財政危機の原因はこれである。 
 分担金が支払われない場合、国連であれば憲章 19 条に制裁が定められている。しか

し、これが実際に適用されるとは限らないことは、1960 年代の財政危機に関連して既

に触れた（第 2 部 3. 内部構造・意思決定手法）。ここではもう少し詳しく見てみよう。 
まず、ソ連などが分担金支払いを拒否し続ける一方で 19 条に予定されている制裁を

回避するため、総会はコンセンサス採択が可能な事項のみを議論する旨の決定を 1964
年 12 月に行った（A/PV.1286, paras. 7-11）。翌年 2 月、アルバニアがこれに異議を申し立

て（A/PV.1329, paras. 1-23）、コンセンサスでの意思決定を継続するかどうかについて、総

会手続規則 73 条に基づいて票決がなされ、継続することに決定された。注目すべきこ

とに、この票決に当たってソ連らは投票に参加している（A/PV. 1330, para. 103. その根拠

として、para. 79 にある議長の微妙な発言を見よ）。この場合に 19 条を文字通り適用しない

ことの根拠としては、イギリス代表が述べたように、“Whatever the rules of procedure, 
which we support, or the customs or the traditions or the precedents that may exist, the purpose 
of any body such as [the General Assembly], or any other body in the world which is a 
representative body, is to give effect to the overwhelming wish of that representative body.”

 
6 UNESCO も国連の基準に基づいていた（39 C/30, para. 1）し、現在でもウェブサイト上ではそ

のように記されている。しかし、アメリカ合衆国の脱退に伴い実態が大きく異なってしまって

いることは、脱退前の 2017 年の分担割合（39 C/30, Annex I）と、2022 年の分担割合（BFM-
154, Table I）とを比べてみるとよくわかる。その後、アメリカ合衆国は 2023 年 7 月に

UNESCO に再加入したが、2025 年 7 月に改めて脱退宣言した（発効は 2026 年 12 月）。 

https://undocs.org/a/res/76/238
https://www.un.org/en/ga/contributions/Data%20sources%20note%20June%202022.pdf
https://apps.who.int/gb/ebwha/pdf_files/WHA56/ea56r33.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---dgreports/---jur/documents/genericdocument/wcms_441858.pdf
https://www.iaea.org/about/statute
https://www.un.org/en/ga/fifth/
https://www.un.org/en/ga/fifth/80/C5_80_0m_2025_10_09_Item138_Improving_Financial_situation_USG_DMSPC.pdf
https://www.un.org/en/ga/fifth/80/C5_80_0m_2025_10_09_Item138_Improving_Financial_situation_USG_DMSPC.pdf
https://jp.reuters.com/world/us/2JS45IHPIZIRPNW3LL2XT2ELAY-2025-05-30/
https://docs.un.org/a/pv.1286
https://docs.un.org/a/pv.1329
https://docs.un.org/a/pv.1330
https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000258947
https://www.unesco.org/en/member-states-portal/assessed-contributions
https://www.un.org/unispal/document/the-united-states-withdraws-from-unesco-us-department-of-state-press-release/
https://pax.unesco.org/bfm/assessed-contrib/AC_Technical_Brochure_EN.pdf
https://pax.unesco.org/bfm/assessed-contrib/AC_Technical_Brochure_EN.pdf
https://www.unesco.org/en/articles/united-states-becomes-194th-member-state-unesco
https://www.unesco.org/en/articles/united-states-becomes-194th-member-state-unesco
https://www.state.gov/releases/2025/07/the-united-states-withdraws-from-the-united-nations-educational-scientific-and-cultural-organization-unesco
https://www.unesco.org/en/articles/withdrawal-united-states-america-unesco-statement-audrey-azoulay-director-general
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（A/PV.1330, para. 158）と言うしかなかろう。 
 もっとも、この例を除き、19 条による総会での投票権停止はほぼ自動的になされて

いる。1968 年に示された国連事務局法律顧問の見解は以下のとおり（United Nations 

Juridical Yearbook 1968, p. 186）。 

 

 19 条但書が適用できる場合には、投票権停止を避けることができる。国連総会手続

規則 160 条（の末尾）により、分担金委員会の報告に基づき（直近の報告書の関連箇所は

A/80/11, paras. 93-112）ある国の未払いが“due to conditions beyond [its] control”であると総

会が認める場合には、総会での投票権行使を認める（直近の決議は 2025 年 10 月 14 日に採

択された A/RES/80/2）。ただし、急を要する場合は、分担金委員会の報告を待たずに総会

が投票権行使を認めた例もある（A/PV. 1674, paras. 38-40. A/7237 も参照。当時の総会手続規

則での関連条文は 161 条）。 
 
 国際機構が分担金とは別に独自の収入源を有する場合もある。もっとも顕著なのは投

資紛争解決国際センター（ICSID）であり、ICSID 条約 17 条は ICSID の事業収入では不

足する場合にのみ加盟国からの分担金支払いを受けることとしており、実際には事業収

入が十分にあるため加盟国は支払っていない（2025 年度年次報告書 52 頁）。また、WIPO
も予算の 9 割以上を自己の事業収入から得ている。IBRD は、融資の返済や債券の発行

などから収入を得る（2025 年度年次報告書 101 頁。これに対し、より有利な条件で低所得発

展途上国に融資を行う IDA は、加盟国からの分担金にかなりの程度依存している（2025 年度年

次報告書〔IBRD と同一〕104 頁）。IMF も融資返済や自らの投資活動から収入を得ている

（2025 年度年次報告書 Figure 3.1 IMF Income Model）。EU の場合、約 3 分の 2 は各構成国の

分担金、約 3 分の 1 は EU 独自財源（Own resources のうち、National contributions 以外のも

の）である（Fact Check on the EU budget, “Where does the EU budget come from?”）。 
 

https://legal.un.org/unjuridicalyearbook/volumes/1968/
https://legal.un.org/unjuridicalyearbook/volumes/1968/
https://docs.un.org/A/80/11
https://docs.un.org/A/RES/80/2
https://docs.un.org/a/pv.1674
https://docs.un.org/a/7237
https://digitallibrary.un.org/record/591557/files/A_520_Rev.10-EN.pdf
https://digitallibrary.un.org/record/591557/files/A_520_Rev.10-EN.pdf
https://icsid.worldbank.org/
https://icsid.worldbank.org/
https://icsid.worldbank.org/sites/default/files/documents/ICSID_Convention.pdf
https://icsid.worldbank.org/resources/publications/icsid-annual-report
https://www.wipo.int/about-wipo/en/budget/
https://openknowledge.worldbank.org/bitstreams/20a71338-e4c2-4661-b01d-1398d5a3a4c4/download
https://ida-ja.worldbank.org/ja/home
https://www.imf.org/external/pubs/ft/ar/2025/who-we-are/resources/
https://www.statista.com/statistics/316691/eu-budget-contributions-by-country/
https://www.statista.com/statistics/316691/eu-budget-contributions-by-country/
https://commission.europa.eu/strategy-and-policy/eu-budget/long-term-eu-budget/2021-2027/revenue/own-resources_en
https://ec.europa.eu/budget/publications/fact-check/index.html

